
【令和８年度働く人の育業応援奨励金： “奨励金” 確認フロー】 2026.06.15

【前提条件】

 常時雇用する従業員数が2人以上999人以下で、

 都内で事業を営む企業等であること

いいえ

【奨励金】『基本支給額』

１２５万円

育業計画書の策定 を

行ったか？

1回以上の面談を実施し、

復職に向けた意向確認を

行ったか？

育児と仕事の両立を

支援する制度に関する情報提供を

行ったか？

復職しやすい職場環境整備について、

新たに3つ以上の整備または新設をしたか？

【奨励金】

支給の対象外

はい

はい

はい

はい

はい

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

男性

女性

いいえ

〈奨励対象となる取組〉

次の「復職しやすい職場環境整備」について、

新たに３つ以上の育児・介護休業法に定める制度を上回る規定を

整備または新設したか？

・ 有給の子の看護等休暇の導入

・ 子の看護等休暇の取得日数の上乗せ

・ 中抜けありの時間単位の子の看護等休暇の導入

・ 育児短時間勤務制度の利用年数延⾧

・ 所定外労働時間制限の対象年齢拡大

・ 病児保育経費の補助

・ 子連れ出勤制度の導入

はい

いいえ

令和７年４月１日以降

事前エントリー日の前日までに、

育業に引き続き原職等へ復帰した都内事業所に

現に勤務している従業員がいるか？

奨励金支給申請

〈奨励金支給の判定）

対象従業員は

女性なのか男性なのか？

産後休業 ＋

１か月以上の育業

（通算86日以上）をしたか？

産後パパ育休 ＋

１か月以上 の育業相当

（通算58日以上）をしたか？

※中小企業等（ 従業員300人以下）の場合は、

通算して45日以上でも申請可

はい

＊「令和８年度働く人の育業応援奨励金」については、参考資料２：『奨励金額計算シート』も参照してください。

参考資料１－1

※ 本フローチャートは参考資料であり、奨励金の申請における申請内容を図式化

したもので 奨励金の支給可否および奨励金額を確定するものではありません。

※ 正式には事前エントリー通過後、支給申請期限日までに提出された申請書類等を

審査したうえで決定します。
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〈加算対象となる取組〉

はい

いいえ

いいえ

① と ② 両方を実施

加算 ①～⑥ 加算 ⑦～⑧

加算 ⑦～⑧【前提条件】対象従業員が男性の場合

対象従業員のほかに

複数の育業した男性従業員の人数は？

加算① 同僚への応援評価制度・表彰制度の整備と

育業応援プランシートの作成

加算② 同僚への応援手当支給と育業応援プランシート

の作成

【加算】５０万円【加算】３０万円

①のみ実施

又は

②のみ実施 ①、②ともに未実施 加算⑦ 産後パパ育休 ＋

２か月以上の育業相当

（通算88日以上）をしたか？

【加算】４５万円

（複数該当者がいた場合も1人分のみ）

加算⑧ 対象従業員のほかに

複数の男性従業員が産後パパ育休＋１か月以上

の育業相当（通算58日以上）の育業をしたか？

※中小企業等の場合は、通算45日以上

【奨励金】『加算 ⑦～⑧』

０ ～ 最大１６５万円

【奨励金】

『基本支給額』 ＋ 『加算 ①～⑥』 ＋ 『加算 ⑦～⑧』
（１２５万円 ） （０ ～ 最大１３０万円 ） （０ ～ 最大１６５万円）

１２５万円 ～ 最大４２０万円

加算⑥ 育児と仕事の両立に向けた

社内研修の実施

【加算】２０万円

実施

加算③ 男性管理職の育業と

ロールモデルとしての社内周知

【加算】２０万円

加算④ 育業メンター制度の整備と

パパ向け育業マニュアルの

作成

【加算】２０万円

加算⑤ 助産師等を活用した

両親学級制度の導入

【加算】２０万円

実施

実施

実施

未実施

未実施

未実施

未実施

【奨励金】『加算 ①～⑥』

０ ～ 最大１３０万円

はい

加算 ①～⑥【前提条件】対象従業員が男性または女性の場合

各

２０

万

円

最

大

８０

万

円

【加算】３０万円

【加算】６０万円

【加算】９０万円

【加算】１２０万円

対象従業員＋１人の場合

対象従業員＋ ４人の場合

（対象従業員のほかに複数の育業した男性従業員数は最大４人まで）

対象従業員＋２人の場合

対象従業員＋３人の場合

都内事業所に２人以上

男性従業員が在籍しているか？

はい

いいえ

参考資料１－2


